
（前回評価結果） 単位施策④

総
合
評
価

評価結果 単位施策ごとの評価結果

＊前年度に「完了」「休止」「廃止」となった事業額についても合算されています。　

B 53.0

53

総合評価の区分

B
単位施策① 単位施策② 単位施策③

結果（平均値）が55以上：Ａ
結果（平均値）が50以上55未満：Ｂ
結果（平均値）が40以上50未満：Ｃ
結果（平均値）が40未満：Ｄ

53

単位施策⑤ 結果（平均値）

0 0

総事業費 1,201,780 1,682,185 2,135,396 0 0

171,787

令和7年度計画額

事業費 1,069,107 1,525,259 1,963,609 0 0

令和5年度計画額 令和6年度計画額

事
業
額

（単位：千円） 令和3年度決算額 令和4年度予算額

概算人件費 132,673 156,926

令和5年度 令和6年度 令和7年度

実績値 34.300 0.000

指
標
⑤

名称 地域・社会をより良くするための参画意識（中３） 単位

成果

年度 令和3年度 令和4年度

％

目標値 現状値を上回る（令和７年度） 現状値 ３５．３（令和元年度） 指標の種別

令和5年度 令和6年度 令和7年度

実績値 39.500 0.000

指
標
④

名称 地域の人に勉強や運動を教えてもらっていると感じている児童の割合（小６） 単位

成果

年度 令和3年度 令和4年度

％

目標値 現状値を上回る（令和７年度） 現状値 ４１．８（令和元年度） 指標の種別

令和5年度 令和6年度 令和7年度

実績値 4.310 0.000

指
標
③

名称 不登校生徒の割合（中学校） 単位

結果

年度 令和3年度 令和4年度

％

目標値 現状値を下回る（令和７年度） 現状値 ４．２５（令和元年度） 指標の種別

令和5年度 令和6年度 令和7年度

実績値 0.860 0.000

指
標
②

名称 不登校児童の割合（小学校） 単位

結果

年度 令和3年度 令和4年度

％

目標値 現状値を下回る（令和７年度） 現状値 ０．７４（令和元年度） 指標の種別

令和6年度 令和7年度

実績値 34.300 0.000

目標値 現状値を上回る（令和７年度） 現状値 ３５．１（令和２年度）

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

指標の種別 成果

施策関係課
（子ども部）青少年対策室／（教育総務部）教育総務課・生涯学習課／（学校教育部）庶務課・学務課・指導課・学校
保健課・川口市立高等学校

●施策の基本方針（目標）

学校・家庭・地域と行政が相互に補完・連携しながら、さまざまな社会経験の場や見守りの機会を増やし、子どもの成長
をサポートする基盤をより強固なものにしていきます。

●目標指標

指
標
①

名称 この施策の推進が図られていると感じる人の割合（市民意識調査：Ⅱ－２） 単位 ％

施策評価調書（１）

めざす姿 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”

施策名 ２　子どもの成長をサポートする基盤づくり

令和3年度評価対象年度
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評価対象年度

施策を構成する実施計画事業の状況

0
52

現状維持で実
施青少年対策室 6,328 6,609 6,609 0 0

2,477

令和5年度 
事業費 

（計画額）

令和6年度 
事業費 

（計画額）

いじめ防止推進事業
子ども部 2,181 2,477

令和4年度 
事業費 

（予算額）

概算人件費

施策評価調書（２）

概算人件費

0

令和3年度

令和4年度 の 
実施方向性

概算人件費 概算人件費 概算人件費

令和7年度 
事業費 

（計画額）
令和 3年度の 

総評価

（単位：千円）

単位施策名 ①　学校の教育力向上

事業名称 担当課

令和3年度 
事業費 

（決算額）

0
中学校夜間学級運営費

教育総務部 3,622 3,091 現状維持で実
施教育総務課 553 308 539 0

3,091 0
56

0

―

849,201 ―
56

―
中学校夜間学級建設事業

教育総務部 34,650 413,937 現状維持で実
施教育総務課 3,397 2,310 2,310 ―

0
中学校夜間学級運営費

学校教育部 26,301 26,938 現状維持で実
施庶務課 948 924 924 0

26,699 0
54

0

0

5,619 0
52

0
中学校夜間学級運営費

学校教育部 661 5,619 現状維持で実
施学務課 790 770 770 0

0
生徒指導支援事業

学校教育部 8,094 4,232 現状維持で実
施指導課 3,950 5,390 5,390 0

4,232 0
56

0

0

1,851 0
52

0
学校教育研修事業

学校教育部 1,101 1,851 現状維持で実
施指導課 11,850 18,480 18,480 0

―
中学校夜間学級学校保健事業

学校教育部 2,165 ― 他事業に統合
されて実施学校保健課 395 ― ― ―

― ―
56

―

0

438,184 0
56

0
学校ＩＣＴ整備事業

学校教育部 379,431 442,279 現状維持で実
施庶務課 16,195 19,635 19,635 0

0
学校ＩＣＴ整備事業

学校教育部 241,810 282,119 現状維持で実
施庶務課 7,505 10,395 10,395 0

292,134 0
56

0

0

18,986 0
46

0
教職員安全衛生管理費

学校教育部 18,266 18,986 現状維持で実
施学務課 3,950 3,850 3,850 0

0
部活動指導員配置事業

学校教育部 7,725 10,374 現状維持で実
施指導課 1,580 3,080 3,080 0

10,374 0
52

0

0

11,936 0
52

0
教職員研修事業

学校教育部 8,485 11,936 現状維持で実
施指導課 15,800 16,170 30,800 0

0
教育図書整備事業

学校教育部 1,180 764 現状維持で実
施指導課 790 770 770 0

764 0
56

0

0

123,475 0
52

0
教育相談員活用事業

学校教育部 116,082 123,475 現状維持で実
施指導課 15,800 15,400 15,400 0

0
不登校児童生徒支援事業

学校教育部 730 1,690 現状維持で実
施指導課 3,950 3,850 3,850 0

1,690 0
52

0

0

4,675 0
52

0
学校教育研究支援事業

学校教育部 3,344 4,675 現状維持で実
施指導課 6,320 13,090 13,090 0

学校ＩＣＴ整備事業
学校教育部 166,104 104,933 現状維持で実

施川口市立高等学校 1,975 1,925 1,925
52

0

00

98,128 0
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令和4年度 の 
実施方向性

概算人件費 概算人件費概算人件費

令和7年度 
事業費 

（計画額）

現状維持で実
施

令和4年度 
事業費 

（予算額）

令和5年度 
事業費 

（計画額）

令和6年度 
事業費 

（計画額）
令和 3年度の 

総評価

0

概算人件費

0

青少年対策室 1,422
青少年センター等施設管理費

子ども部 5,494 6,696 6,696

5,313 5,313

子ども部 1,646 2,613 現状維持で実
施

事業名称 担当課

令和3年度 
事業費 

（決算額）

0 0

概算人件費

3,465 0

2,613 0

42

単位施策名 ②　地域の教育力・健全育成活動の充実

0
親子ふれあい事業 56

0

0
明るい街づくり推進事業

子ども部 982 1,583

青少年対策室 3,577 3,465

現状維持で実
施青少年対策室 4,031 3,632 3,632 0

1,583 0
54

0

青少年団体活動支援事業
子ども部 4,416 10,674 現状維持で実

施青少年対策室 3,397 3,080 3,080

10,674 0
56

0

0

11,680 0
58

0

0

生涯学習課 7,900 7,700 7,700 0

0

拡充して実施
生涯学習課 9,480 9,240 9,240

はたちの集い実行委員会交付事業
教育総務部 10,942 11,680 現状維持で実

施

0

0
地域学校協働活動推進事業

教育総務部 23,645 32,587

0

0

36,797 0
56

0

0

50 0
52未来を拓くふれあいトーク事業

学校教育部 50 50 現状維持で実
施指導課 790 1,540 1,540
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実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 いじめ防止推進事業 担当
子ども部

青少年対策室

事業区分 主要事業 政策宣言 問い合わせ先 048-258-1115 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 平成 29 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等  いじめ防止対策推進法、川口市いじめを防止するためのまちづくり推進条例

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態 直営

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市民 子ども

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

「川口市いじめを防止するためのまちづくり推進条例」に基づ
き、いじめの防止、早期発見、対応に資するため。

「川口市いじめから子どもを守る委員会」を設置し、いじめに関する相
談に応じ、必要な調査、調整等を行う。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

 ・月3回相談日を設け、専門の委員が面接を実施・教職員等
 が対象のいじめ対応についての勉強会等を開催・市内小中

 学校等へ相談窓口の周知カード等を配布・広報紙にいじめ
 特集を掲載、メールでの相談受付・いじめ撲滅キャンペーン

 （街頭での啓発物配布等）・市内中学校校長会にて「いじめか
ら子どもを守る委員会」の活動説明

・学校現場で対応できなかったケースを、学校・教育委員会と連携を図
 りながら解決等に繋げることができた。・市内小中学校の教職員等を対

象に専門の委員と意見交換する勉強会等を実施し、いじめ対応への
理解を深める場を提供できた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 いじめから子どもを守る委員会ケース数 指標・目標値の
説明（算定式）

事業の趣旨にそぐわないため、目標値を設定しない。
単位 ケース 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

実績値・達成状況 17.00 ― 7.00 ― 11.00 ―

指
標
②

名称 いじめ対応についての勉強会等 指標・目標値の
説明（算定式）

事業の趣旨にそぐわないため、目標値を設定しない。
単位 回 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

予算費目 川口市一般会計

3.00 2.00

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況 2.00

令和4年度 令和5年度

3 款 3 項 1 目 5 細目 1 細々目 いじめ防止推進事業

2,869 2,993

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

2,477 2,477

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 1,984 2,073 2,181

予算額（Ａ） 2,775

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 1,984 2,073 2,181 2,477

概算人件費（Ｅ） 5,093 5,093 6,328 6,609 6,609

0.57 0.60 0.57従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.27 0.80 0.27 0.60

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 7,077 7,166 8,509 9,086 9,086

0.80 0.52 0.60

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

15

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

十分行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

9
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行わなかった ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

52
いじめから子どもを守る委員会への相談の多くは、学校に相談しても解決に向かわなかった
ケースである。今後も学校の対応力強化を目的とした教職員等向けの勉強会等実施を継続す
るとともに、学校・教育委員会との連携を取りやすい体制づくりを推進する。また、面接相談に
つながるよう、より相談しやすい対応方法等を検討する

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 中学校夜間学級運営費 担当
教育総務部

教育総務課

事業区分 主要事業 政策宣言 問い合わせ先 048-252-1259 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 令和 元 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 一部委託

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

中学校夜間学級施設 生徒

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

中学校夜間学級施設の維持、管理  中学校夜間学級施設の施設管理に必要な役務、委託、賃貸借中学校
夜間学級施設に係る小破修繕料

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

 中学校夜間学級施設や設備の不具合を是正した。法令に基
づき、建築設備や消防設備、電気設備の点検業務を委託し

 た。令和元年度に設置した空調機のリース契約を継続した。

中学校夜間学級施設の適切な維持、管理が可能となった。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 3 項 1 目 2 細目 5 細々目 中学校夜間学級運営費

5,450 4,315

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

3,091 3,091

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 2,310 5,078 3,622

予算額（Ａ） 2,323

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 2,310 5,078 3,622 3,091

概算人件費（Ｅ） 869 553 553 308 539

0.04 0.00 0.07従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.11 0.00 0.07 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 3,179 5,631 4,175 3,399 3,630

0.00 0.07 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

15
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

56
ニーズに応えるために、学校現場の職員と相談しながら、適切な環境を整備する必要がある。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 中学校夜間学級建設事業 担当
教育総務部

教育総務課

事業区分 主要事業 政策宣言 問い合わせ先 048-258-1259 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 平成 30 年度 ～ 令和 5 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 一部委託

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

中学校夜間学級施設 生徒

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

様々な理由で充分な教育を受けられないまま学齢期を経過し
た方々や外国籍の方々などに対して教育の機会を保障する
ことを目的として、中学校夜間学級を設置するもの。

旧県陽高等学校合宿棟を活用した中学校夜間学級の開校に向けた
 改修。旧芝園小学校敷地内での新校舎開設に向けた設計及び校舎

建設工事等。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

実施設計委託 実施設計委託を実施することにより、新校舎建設工事に向けた準備が
進んだ。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 3 項 4 目 1 細目 1 細々目 中学校夜間学級建設事業

568,189 35,269

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

413,937 849,201

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 43,020 76,264 34,650

予算額（Ａ） 664,898

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 351,242

一般財源（Ｄ） 43,020 76,264 34,650 62,695

概算人件費（Ｅ） 2,370 2,370 3,397 2,310 2,310

0.30 0.00 0.30従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.30 0.00 0.30 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 45,390 78,634 38,047 416,247 851,511

0.00 0.43 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

15
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

56
年齢や国籍が異なる中学校夜間学級の生徒にとって、よりよい学びの場を提供できる校舎の
建設を進めなければならない。 翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 中学校夜間学級運営費 担当
学校教育部

庶務課

事業区分 主要事業 政策宣言 問い合わせ先 258-1110 18620 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 令和 元 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等 義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 一部委託

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

川口市立芝西中学校陽春分校（中学校夜間学級）及び同校
に在籍する生徒並びに職員

川口市立芝西中学校陽春分校（中学校夜間学級）に在籍する生徒及
び周辺住民

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会
の確保等に関する法律」の施行に伴い、形式卒業や不登校
等により、学び直しを希望する方々に教育の機会を確保す
る。

 芝西中学校陽春分校の運営に係る基礎的経費の支出学校配当予算
 等、中学校夜間学級の自律的運営に係る経費の支出中学校長会等

 の各種負担金の支出学校管理に関わる業務を人材派遣及び委託に
より実施

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

 ・芝西中学校陽春分校の運営に係る基礎的経費の支出・学
校配当予算等、中学校夜間学級の自律的運営に係る経費の

  支出・中学校長会等の各種負担金の支出・学校管理に関わ
る業務を人材派遣及び委託により実施

円滑な中学校夜間学級の運営を行い、生徒を進級又は卒業させるこ
とができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 3 項 1 目 2 細目 5 細々目 中学校夜間学級運営費

39,647 29,279

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

26,938 26,699

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 22,686 35,579 26,301

予算額（Ａ） 30,319

財
源
※

特定財源（Ｃ） 1,725 1,837 2,035 2,166

一般財源（Ｄ） 20,961 33,742 24,266 24,772

概算人件費（Ｅ） 1,580 1,264 948 924 924

0.12 0.00 0.12従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.20 0.00 0.16 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 24,266 36,843 27,249 27,862 27,623

0.00 0.12 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

13
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

54
義務教育を提供する場でありながら、県内の学齢期を超えた年齢の生徒を受け入れるため、
毎年の生徒数の把握が困難である。 
外国籍の生徒が多く、日本語が堪能でないことから、通常の中学校とは異なる学習形態となっ
ており、継続して研究を行い、改善を図る必要がある。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 中学校夜間学級運営費 担当
学校教育部

学務課

事業区分 主要事業 政策宣言 問い合わせ先 258-1110(18720,18732) 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 令和 元 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等  義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 直営

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

川口市民、埼玉県民 全校生徒は43名。

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

川口市民、埼玉県民のうち、学び直しを希望１５歳以上の
人々に、中学校課程の教育の機会を確保するもの。

川口市立の中学校夜間学級の運営を行うもの。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

川口市立芝西中学校陽春分校（夜間中学）の運営に必要な
アシスタントティーチャーへの賃金の支払い等を行い、事業
支援を図った。

令和4年度は24名が入学した。現在、埼玉県内の（川口市を除く）11市
から生徒が在籍している。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 3 項 1 目 2 細目 6 細々目 中学校夜間学級運営費

3,637 4,165

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

5,619 5,619

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 3,140 292 661

予算額（Ａ） 3,420

財
源
※

特定財源（Ｃ） 2,882 292 27 2,075

一般財源（Ｄ） 258 0 634 3,544

概算人件費（Ｅ） 790 790 790 770 770

0.10 0.00 0.10従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.10 0.00 0.10 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 3,930 1,082 1,451 6,389 6,389

0.00 0.10 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 どちらともいえない

11
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

52
教育費の応分負担に関して県教育委員会や他市町村との連携を強化し、よりよい方策を検討
していくことや、生徒一人ひとりのニーズに応じた、教育課程を工夫し、教育活動の充実を図る
ことが課題である

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 生徒指導支援事業 担当
学校教育部

指導課

事業区分 主要事業 政策宣言 問い合わせ先 258-1110  18812 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 平成 15 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 直営

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市立幼稚園及び小・中・高等学校に在籍する教職員 市立幼稚園及び小・中・高等学校に在籍する教職員から指導を受ける
幼児及び児童生徒

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

生徒指導について、その意義と課題への理解を深め、必要な
知識や技能を修得し、積極的に推進するとともに学校を支援
することにより、いじめ等の生徒指導上の諸問題の解決を図
る。

いじめ問題対策協議会の開催及び生徒指導研修会の実施に対する
支援を行う。市内小・中高等学校の代表児童生徒が参加するいじめゼ
ロサミットを開催する。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

７月と１月に計２回、いじめ問題対策協議会を開催した。７月
（オンラインによる）と１２月にいじめゼロサミットを開催し、いじ
め予防授業や各校でのいじめ根絶対策紹介・いじめ根絶に
向けた協議を行った。生徒指導研修会は、コロナの影響によ
りオンデマンド配信による研修となった。

各学校において、いじめ問題解消をはじめとする諸問題の解決に向け
た意識や意欲の高揚を図ることができた。生徒指導研修会は、生徒指
導に対する指導力向上を図ることができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 1 項 3 目 4 細目 1 細々目 生徒指導支援事業

4,061 8,095

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

4,232 4,232

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 740 4,053 8,094

予算額（Ａ） 1,281

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 740 4,053 8,094 4,232

概算人件費（Ｅ） 3,950 3,950 3,950 5,390 5,390

0.70 0.00 0.70従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.50 0.00 0.50 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 4,690 8,003 12,044 9,622 9,622

0.00 0.50 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

15
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

56
いじめ等の生徒指導の諸問題の未然防止並びに早期の発見、対応及び解決、また、教職員
の資質や指導力の更なる向上を図るため、研修会等をより一層充実させる必要があることか
ら、これまでの実施後の状況や効果を検証するとともに、内容や時期を精査し、計画的に推進
していく。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 学校教育研修事業 担当
学校教育部

指導課

事業区分 主要事業 政策宣言 問い合わせ先 258-1110  18812 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 昭和 44 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等  川口市教育研修生志願者募集要項

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 直営

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市立幼稚園長、小・中・高等学校長及び教頭、並びに市立幼
稚園、小・中・高等学校に在籍する教員

市立幼稚園、小・中・高等学校に在籍する教職員及び教員から指導を
受ける児童生徒

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

学校経営、運営及びマネジメントに関する研修会を実施する
ことにより、各管理職の資質及び能力の向上を図る。また、経
験年数等に応じた研修を実施することで、教育に関する識見
を高め、教員としての資質及び指導力の向上を図り、学校教
育の充実を図る。

円滑な学校経営の推進を図る学校経営研修会、人権問題の現状を把
握して役立てる人権教育管理職研修会、学校運営を充実・発展させる
教頭マネジメント研修会の実施。教育研修生に対し、教育相談研修
会、教育指導パワーアップ研修会及び教育経営研修会を実施。その
他、教員を対象とした各種研修会の実施。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

人権教育管理職研修会、教頭マネジメント研修会を各１回、
教育研修生を対象とした教育相談研修会を計５回、教育指導
パワーアップ研修会を計５回、教育経営研修会を計２回、そ
の他、高等学校教職員研修、日本語指導研修、５ラウンドシス
テム研修等を実施した。コロナの影響によりオンライン開催が
多かった。

学校経営研修会等では、様々な教育課題に対する学校の主体的な取
り組みの推進に寄与すること、教育研修生の研修では、課題解決に向
けた総合的な力を修得することや実践力を高めること、各種研修は教
員の授業力向上を図ることができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 教育研修生対象研修参加者数 指標・目標値の
説明（算定式）

指標：研修生として採用される教員の３種の研修会の合計参加者数 
　目標値：効率的かつ充実した研修となるための人数を踏まえて設定
する研修生の３種の研修会における合計募集人数単位 人 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

85.00 85.00 85.00 85.00 0.00

実績値・達成状況 91.00 達成 62.00 未達成 77.00 未達成

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 1 項 3 目 4 細目 3 細々目 学校教育研修事業

2,115 1,455

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

1,851 1,851

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 857 671 1,101

予算額（Ａ） 1,350

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 857 671 1,101 1,851

概算人件費（Ｅ） 9,480 9,480 11,850 18,480 18,480

2.40 0.00 2.40従事職員人数（人） 常勤 再任用 1.20 0.00 1.20 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 10,337 10,151 12,951 20,331 20,331

0.00 1.50 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

11
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行わなかった ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

52
幼稚園教育、義務教育及び高校教育を対象とし、効果的な研修となるよう、教育の質の向上に
繋がる高度な知識を持つ講師や効果的なテーマを選定する必要があることから、今後とも様々
な視点・観点からの講演ができる講師の情報を収集し、研修内容及び実施期間等を精査し、
計画的に研修を実施して充実させていく。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 中学校夜間学級学校保健事業 担当
学校教育部

学校保健課

事業区分 主要事業 政策宣言 問い合わせ先 259-7664 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 令和 元 年度 ～ 令和 3 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等  学校保健安全法

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態 一部委託

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

川口市立芝西中学校陽春分校生徒及び教職員 川口市立芝西中学校陽春分校生徒及び教職員

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

川口市立芝西中学校陽春分校生徒及び教職員の健康管理
及び同校施設設備の衛生管理

学校保健安全法に基づく各種健康診断及び環境衛生検査の実施

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

生徒健康診断（身体測定・内科検診・歯科健診・心電図検
査・胸部Ｘ線検査）、教職員健康診断（内科検診・心電図検
査・胸部Ｘ線検査・胃検診）、学校環境衛生検査（照明照度・
空気・飲料水水質　他）、施設維持管理（廃棄物処理・簡易専
用水道検査・害虫駆除）

各種健康診断による健康管理や環境衛生検査による施設の適正な維
持管理により、安全な学校活動の実施が図られた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 7 項 1 目 2 細目 12 細々目 中学校夜間学級学校保健事業

2,609 2,624

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0 0

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 2,201 2,137 2,165

予算額（Ａ） 2,594

財
源
※

特定財源（Ｃ） 34 35 0 0

一般財源（Ｄ） 2,167 2,102 2,165 0

概算人件費（Ｅ） 79 79 395 0 0

0.00 0.00 0.00従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.01 0.00 0.01 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 2,280 2,216 2,560 0 0

0.00 0.05 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

15
公
平
性

受益者の資格条件 適正

他事業に統合されて実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った ／15 対象者への周知

翌々年度 ―

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

56
令和４年度より、中学校夜間学級学校保健事業を廃止し、他の市立学校に関する各事業と統
合する。 翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 学校ＩＣＴ整備事業 担当
学校教育部

庶務課

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 048-258-1110 18615 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 平成 22 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 一部委託

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市立小学校の教職員及び児童 市立小学校の教職員及び児童

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

校務支援システムを導入し、学校における事務作業の統一
 化、効率化を図り、職員の負担軽減を進める。児童が論理的

 な思考を学ぶための環境を整備する。多様な児童たち一人
一人に個別最適化され、資質・能力が一層確実に育成できる
教育ICT環境を整備する。

校務支援システム及びＰＣ教室に設置されている教材系システムの運
 用管理及び契約更新を行う。GIGAスクール構想に基づく個別最適な

学びの実現に向けて、運用保守業務等の環境整備を図る。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

校務支援システム及びＰＣ教室に設置されている教材系シス
 テムの運用管理及び契約更新を行う。高速大容量の通信ネッ

トワークや児童１人１台端末の運用保守等の環境整備を行う。

校務支援システムを適切に運用管理することにより、学校職員の負担
 軽減を図ることができた。GIGAスクール構想に基づく個別最適な学び

の実現に向けて、運用保守業務等の環境整備を図り、児童の教育活
動を進めることができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 2 項 1 目 2 細目 4 細々目 学校ＩＣＴ整備事業

2,671,763 386,044

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

442,279 438,184

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 255,245 2,658,666 379,431

予算額（Ａ） 256,668

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 2,333,606 10,187 132

一般財源（Ｄ） 255,245 325,060 369,244 442,147

概算人件費（Ｅ） 7,110 16,195 16,195 19,635 19,635

2.55 0.00 2.55従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.90 0.00 2.05 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 255,245 2,658,666 395,626 461,914 457,819

0.00 2.05 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

15

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

十分行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 どちらともいえない

13
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

56
校務支援システムの運用にあたっては、学校・関係各課・事業者と情報共有を行い、課題解決
に向け協力して進めていく必要がある。 
GIGAスクール構想に基づく取り組みの運用にあたっては関係各課と協力して進めていく必要
がある。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 学校ＩＣＴ整備事業 担当
学校教育部

庶務課

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 048-258-1110 18615 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 平成 22 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 一部委託

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市立中学校の教職員及び生徒 市立中学校の教職員及び生徒

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

校務支援システムを導入し、学校における事務作業の統一
 化、効率化を図り、職員の負担軽減を進める。生徒が論理的

 な思考を学ぶための環境を整備する。多様な生徒たち一人
一人に個別最適化され、資質・能力が一層確実に育成できる
教育ICT環境を整備する。

校務支援システム及びＰＣ教室に設置されている教材系システムの運
 用管理及び契約更新を行う。GIGAスクール構想に基づく個別最適な

学びの実現に向けて、運用保守業務等の環境整備を図る。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

校務支援システム及びＰＣ教室に設置されている教材系シス
 テムの運用管理及び契約更新を行う。高速大容量の通信ネッ

トワークや生徒１人１台端末の運用保守業務等の環境整備を
行う。

校務支援システムを適切に運用管理することにより、学校職員の負担
 軽減を図ることができた。GIGAスクール構想の実現に向けた整備を進

めながら、教材系システムの継続運用を図り、生徒の教育活動を進め
ることができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 3 項 1 目 2 細目 4 細々目 学校ＩＣＴ整備事業

1,237,852 243,836

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

282,119 292,134

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 255,245 2,658,666 241,810

予算額（Ａ） 149,547

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 2,333,606 5,165 66

一般財源（Ｄ） 255,245 325,060 236,645 282,053

概算人件費（Ｅ） 7,110 7,505 7,505 10,395 10,395

1.35 0.00 1.35従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.90 0.00 0.95 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 255,245 2,666,171 249,315 292,514 302,529

0.00 0.95 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

15

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

十分行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 どちらともいえない

13
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

56
校務支援システムの運用にあたっては、学校・関係各課・事業者と情報共有を行い、課題解決
に向け協力して進めていく必要がある。 
GIGAスクール構想に基づく取り組みの運用にあたっては関係各課と協力して進めていく必要
がある。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 教職員安全衛生管理費 担当
学校教育部

学務課

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 258-1110(18734) 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等  労働安全衛生法

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち義務的なもの 実施形態 一部委託

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市立学校・幼稚園に勤務する教職員 市立学校に勤務する教職員及び市立学校に在籍する児童・生徒

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

職場における労働者の安全と健康を確保するとともに、快適
な職場環境の形成を促進すること。

  労働安全衛生法に基づく事業を実施する。・安全衛生委員会の開催・
 メンタルヘルスカウンセラー・産業医の派遣・ストレスチェックの実施

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

 ・安全衛生委員会の開催(6,11,2月)　※新型コロナウイルス感
 染拡大状況を鑑み、第1回、第3回は書面開催・メンタルヘル

 スカウンセラーの派遣（410回/年)・産業医の派遣（196回/
 年)・全教職員に対しストレスチェックの実施(6月)

ストレスチェックにより精神的負担の大きい教職員を把握し、必要に応
じて産業医やメンタルヘルスカウンセラーを派遣することで、改善・治
療につなげることができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 1 項 2 目 1 細目 6 細々目 教職員安全衛生管理費

19,536 19,358

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

18,986 18,986

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 18,714 17,759 18,266

予算額（Ａ） 19,290

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 18,714 17,759 18,266 18,986

概算人件費（Ｅ） 3,950 3,950 3,950 3,850 3,850

0.50 0.00 0.50従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.50 0.00 0.50 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 22,664 21,709 22,216 22,836 22,836

0.00 0.50 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ どちらともいえない

11
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ どちらともいえない ／15 目的に対する事業内容

13

期待以下

11市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 どちらともいえない

11
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 受益者なし

民間活用 行った・既に行った ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

46
令和3年度はコロナ禍に鑑み、委員会の書面開催等、柔軟な運営を行った。精神疾患による休
職者は増加傾向にあり、各校において労働安全衛生面の改善およびメンタルケアの充実が必
要であることから、令和4年度以降も適切な委員会運営およびメンタルヘルスカウンセラー・産
業医の有効活用に取り組んでいく。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 部活動指導員配置事業 担当
学校教育部

指導課

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 258-1110  18812 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 平成 28 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等  学校教育法施行規則、川口市部活動指導員設置要綱、川口市部活動指導員実施要領

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 直営

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市立中学校に在籍する生徒及び教員 市立中学校に在籍する生徒及び教員

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

教育に対する理解及び地域の専門的技術力を備えた指導者
を顧問として配置することにより、部活動の充実・活性化を図
り、また、学校の教育力・組織力を効果的に高めるとともに、
教員の負担軽減を図る。

配置校の教員と連携して、顧問として部活動の指導、大会・練習試合
に係る生徒の引率及び監督や安全指導及び生活指導等の活動を行
う。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

４月初旬から２月末までの約１１ヵ月間、市立中学校（北・安
行・芝東・小谷場・安行東に１人ずつ、芝西・西・戸塚・在家・
里に２人）計１０校１５人、運動部に１２人、文化部に３人を配置
した。

専門の指導員の配置により、生徒の競技力・意欲の向上や安全面へ
の配慮など、部活動指導の充実を図ることができるとともに、教員の負
担軽減の実現により、教員の資質の向上を図ることができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 1 項 3 目 3 細目 14 細々目 部活動指導員配置事業

5,976 9,107

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

10,374 10,374

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 5,930 5,681 7,725

予算額（Ａ） 7,920

財
源
※

特定財源（Ｃ） 3,950 3,472 4,616 6,198

一般財源（Ｄ） 1,980 2,209 3,109 4,176

概算人件費（Ｅ） 790 790 1,580 3,080 3,080

0.40 0.00 0.40従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.10 0.00 0.10 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 6,720 6,471 9,305 13,454 13,454

0.00 0.20 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

11
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行わなかった ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

52
部活動指導の充実及び教員の負担軽減のため、配置数の増員や県の補助終了後の継続に
ついて調査研究を進めていく必要があるが、配置校からの評価が非常に高い事業であることか
ら、今後も継続、更には拡充を目指すにあたり、優れた指導者を招聘するとともに、予算確保に
努める。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 教職員研修事業 担当
学校教育部

指導課

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 258-1110  18812 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 平成 30 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等 川口市立小・中学校中堅教諭等資質向上研修実施要項

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 直営

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市立幼稚園及び小・中・高等学校に在籍する教職員 市立幼稚園及び小・中・高等学校に在籍する教職員から指導を受ける
幼児及び児童生徒

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

教職員の資質を高め、市民の信託に応える魅力ある教職員
の育成を図る。

平成３０年度に本市が中核市に移行したことに伴い、県から委譲された
事業である。小中学校県費負担教職員の１０年経験者研修である中堅
教諭等資質向上研修は、本市で独自の研修体系を構築し実施する。
また、その他の県で主催し実施している研修は、県と委託契約等を締
結し、県への委託により実施する。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

小中学校県費負担教職員等の１０年経験者研修である中堅
教諭等資質向上研修については、前年度に立案した計画の
もと、本市で企画･運営し、実施した。また、その他の県主催
研修については、県の研修実施各課所と委託契約を締結し、
県への委託により実施した。

研修を通し、教職員としての資質向上を図ることはもとより、中堅教諭
等資質向上研修では、独自の研修体系を構築することで、本市の歴
史等について、より理解を深める内容や、本市の児童生徒の実態に即
した実践的な研修プログラムを実施することができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 1 項 3 目 4 細目 2 細々目 教職員研修事業

11,871 9,702

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

11,936 11,936

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 11,792 6,224 8,485

予算額（Ａ） 12,201

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 11,792 6,224 8,485 11,936

概算人件費（Ｅ） 15,800 15,800 15,800 16,170 30,800

2.10 0.00 4.00従事職員人数（人） 常勤 再任用 2.00 0.00 2.00 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 27,592 22,024 24,285 28,106 42,736

0.00 2.00 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

11
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行わなかった ／15 対象者への周知

翌々年度 拡充して実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

52
中堅教諭等資質向上研修は、１００人以上を収容できる研修会場の確保が困難であり、その費
用負担も重く、講師や指導者などの人材確保や費用負担が課題となるとともに、県への委託に
より実施している研修も、将来的には市独自の実施が求められることから、今後は、教育セン
ターの設立構想と併せ、運営について調査研究していく。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 教育図書整備事業 担当
学校教育部

指導課

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 258-1110  18812 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 直営

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

指導課に所属する指導主事 市立幼稚園及び小・中・高等学校に在籍する幼児及び児童生徒

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

市立学校の在籍する教職員を指導又は支援する業務の円滑
かつ充実した遂行を図るとともに、指導主事の弛まぬ研鑽や
研修に資することにより、指導力の充実を図る。また、教育研
究所としての機能を果たすため、教育関連の文献や資料の
充実を図る。

教科等指導用図書、一般紙、教育専門紙の新聞、教育関連の雑誌及
び加除式図書の追録を購入する。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

教科等指導用図書、全国紙（産経・朝日）、地方紙（埼玉）、
教育専門紙（教育・日本教育）の新聞、教育関連の雑誌（教
科等の月刊誌など）及び加除式図書の追録を購入した。

指導主事が教育に関する最新又は時勢に合った情報を入手し文献研
究をすることにより、学校現場に対して有益な指導又は支援を展開す
ることができるとともに、教育関連図書を計画的に購入することにより、
教育研究所としての機能を充実させることができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 1 項 4 目 1 細目 2 細々目 教育図書整備事業

2,508 1,200

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

764 764

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 622 2,480 1,180

予算額（Ａ） 764

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 622 2,480 1,180 764

概算人件費（Ｅ） 790 790 790 770 770

0.10 0.00 0.10従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.10 0.00 0.10 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 1,412 3,270 1,970 1,534 1,534

0.00 0.10 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

15
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

56
児童生徒の学力向上のための支援や生徒指導上の問題への対応を適切かつ的確に実行す
る必要があることから、教科等指導用図書、新聞並びに教育関連の雑誌及び加除式図書の更
なる有効活用を図っていく。また、教育研究所としての機能を果たす必要があることから、教育
関連図書の更なる計画的導入を推進していく。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 教育相談員活用事業 担当
学校教育部

指導課

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 258-1110  18812 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 昭和 61 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等 教育研究所教育相談員設置要綱、教育研究所カウンセラー設置要綱、川口市教育相談支援員設置要綱等

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 直営

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市内に在住している幼児、児童生徒及び保護者並びに市立
学校及び幼稚園に在籍する教職員

市内に在住している幼児、児童生徒及び保護者並びに市立学校及び
幼稚園に在籍する教職員

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

児童生徒、保護者又は教職員からの各種教育相談に対し、
臨床心理士等が専門的な見地で対応するとともに、市立幼稚
園及び学校に対する適切、的確かつ迅速丁寧な指導、助言
や支援を行うなど、円滑な相談体制を構築し、教育上の諸問
題の解決を図る。

教育に関して広く高い識見を有する教育相談員、臨床心理士等有資
格者の教育カウンセラーなどを教育研究所内教育相談室に配置し、
児童生徒、保護者又は教職員からの教育相談に対応し助言、支援等
を行い、関連情報の収集や提供を行う。中学校に児童生徒の相談や
支援を行う教育相談支援員を配置する。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

教育相談員による子ども教育相談等の実施や適応指導教室
などの支援、教育カウンセラーによる専門的な見識を以って
カウンセリングを、精神科医による相談や特別支援教育アドバ
イザーによる学校巡回相談を、中学校に教育相談支援員を
配置し、児童生徒の相談や支援を行った。

いじめや不登校などの学校教育における重要課題をはじめ、精神医
療面や特別支援教育などの専門的な分野も含め、学校と連携を図り、
児童生徒等の多種多様で困難な問題に関する教育相談内容に適切
かつ的確に対応し、個別事例の解決・解消に寄与した。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 1 項 4 目 2 細目 1 細々目 教育相談員活用事業

116,176 117,963

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

123,475 123,475

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 119,222 115,347 116,082

予算額（Ａ） 124,400

財
源
※

特定財源（Ｃ） 17,761 18,867 18,692 21,525

一般財源（Ｄ） 101,461 96,480 97,390 101,950

概算人件費（Ｅ） 15,800 15,800 15,800 15,400 15,400

2.00 0.00 2.00従事職員人数（人） 常勤 再任用 2.00 0.00 2.00 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 135,022 131,147 131,882 138,875 138,875

0.00 2.00 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

11
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行わなかった ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

52
教育相談やカウンセリングを必要とする教育上の諸問題について、増加傾向にある件数や多
種多様かつ複雑化する内容への対応を要することで、教育相談員等の負担が増大しているた
め、体制の一層の充実が望まれることから、教育相談技術の向上を図るための取り組みを行
い、資質の高い優秀かつ適切な人材の確保を図り配置していく。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 不登校児童生徒支援事業 担当
学校教育部

指導課

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 258-1110  18812 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 平成 4 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等  適応指導教室実施要項、保護者と共に不登校を考える会開催要項、訪問相談員活用事業実施要綱・要領・要項

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 直営

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市内に在住又は市立小・中学校に在籍する児童生徒、その
保護者、教職員及び不登校問題に関心のある方

市内に在住又は市立小・中学校に在籍する児童生徒、その保護者、
教職員及び不登校問題に関心のある方

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

不登校児童生徒に対し、適応指導教室での活動等を通し
て、社会において自主的に生きる基礎を養成し、本人の希望
を尊重した上で支援を行う。訪問相談員が家庭を訪問し相
談・支援にあたることで、当該児童生徒の自主性の伸長や社
会性の発達を促し、社会的自立心を育む。

教育相談室において適応指導教室を展開し、小集団内での生活を通
して、各種学習及び活動並びに個別の教育相談等を実施する。学校
からの相談に応じるなどの支援を行う。訪問相談員による家庭訪問を
行い、児童生徒に支援するとともに、必要に応じて在籍校と連絡を取
り、情報の提供や収集を行うなどの連携を図る。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

適応指導教室において、教科の学習などの各種活動を計画
的に実施するとともに、保護者と共に不登校を考える会を２回
開催した。また、不登校傾向の児童生徒の家庭を訪問し、教
育相談などを通して理解を深め、適応指導教室等の他の支
援への接続等の活動を行った。

集団活動や体験活動を通して、人間関係づくりへの自信が育まれるよ
う、学校復帰を目指す児童生徒を支援し、不登校の解消に寄与した。
また、児童生徒に対し、継続的かつ寄り添った支援を行い、信頼を得
ることで、問題の解消に寄与した。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 適応指導教室通級者数及び学校復帰人数 指標・目標値の
説明（算定式）

指標：適応指導教室通級者数のうち学校に復帰した人数。 
　目標値：適応指導教室に通級する児童生徒の合計人数単位 人 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

31.00 17.00 8.00 0.00 0.00

実績値・達成状況 16.00 未達成 10.00 未達成 6.00 未達成

指
標
②

名称 適応指導教室通級者の学校復帰率 指標・目標値の
説明（算定式）

適応指導教室通級者数のうち学校に復帰した人数／適応指導教室に
通級する児童生徒数単位 ％ 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

未達成

令和5年度

100.00 100.00 100.00 0.00 0.00

予算費目 川口市一般会計

未達成 58.82 未達成 75.00

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況 51.61

令和4年度 令和5年度

10 款 1 項 4 目 2 細目 3 細々目 不登校児童生徒支援事業

1,741 1,134

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

1,690 1,690

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 1,231 832 730

予算額（Ａ） 1,696

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 1,231 832 730 1,690

概算人件費（Ｅ） 3,160 3,160 3,950 3,850 3,850

0.50 0.00 0.50従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.40 0.00 0.40 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 4,391 3,992 4,680 5,540 5,540

0.00 0.50 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

11
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行わなかった ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

52
対象児童生徒への支援は学校と連携を図りつつ、工夫を重ね更なる充実を図る必要があるた
め、学校復帰に向けて個別の事情に応じた支援を計画的に実施するための効果的なプログラ
ムを検討する。訪問相談の内容は多種多様化しており、児童生徒の心の問題に迫り解決に導
くため、更なる資質向上に継続して取り組んでいく。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 学校教育研究支援事業 担当
学校教育部

指導課

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 258-1110  18812 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等  研究委嘱に関する要綱、川口市課題研究実施要綱

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 一部補助金・負担金

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市立幼稚園、小・中・高等学校、川口市教育研究会、川口市
学校体育協会及び川口市立幼稚園教育研究協議会に在籍
する教職員

市立幼稚園、小・中・高等学校、川口市教育研究会、川口市学校体育
協会及び川口市幼稚園教育研究協議会に在籍する教職員から指導
を受ける園児及び児童生徒

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

教育課題等についての研究活動を通して、教職員の指導力
の向上を図るとともに、学校単位の委嘱研究、教員単位の研
究員による課題研究及び各教科領域等の自主的かつ主体的
な研究活動を支援し、教育水準の向上を図ることにより、本市
学校教育の一層の充実・振興に資する。

研究委嘱校による研究発表会に大学教授等の学識経験者を派遣す
る。14の教科・領域部門について、教員から４名程度を研究員として委
嘱・任命し、テーマを設定して２年間の研究を実施する。教育研究会
等の各部門別研究組織等に運営経費等の一部を助成し、教科指導力
向上を目的とした自主的な取組を支援する。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

２年間の委嘱研究のうち、１年目は文書による中間報告、２年
目は発表会を実施し、研究紀要を発行した。研究員は、分科
会にて授業研究等を推進し、１年次は中間発表、２年次は本
発表会を実施し、研究紀要を発行した。また、教育研究会等
に助成金を交付し、研修会等の実施のための支援を行った。
コロナの影響により多くの事業が縮小した。

研究委嘱校及び各研究実施団等を支援することで、校内又は校種を
超えた教員相互のネットワークの形成が図られ、課題研究における適
切なテーマ研究の結果は、教科領域の指針を示すものとして本市の
教育水準の発展のために機能している。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 市教育研究会各研究部授業公開回数 指標・目標値の
説明（算定式）

指標：市教育研究会の各研究部が実施する授業公開の合計回数。 
　目標値：市教育研究会の研究部門数×各部１回実施。単位 回 指標の種別 活動

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

22.00 22.00 22.00 22.00 0.00

実績値・達成状況 31.00 達成 0.00 ― 0.00 ―

指
標
②

名称 教育講演会聴講者数 指標・目標値の
説明（算定式）

指標：市立小・中学校に在籍する教職員のうちの聴講者数。 
　目標値：市立小・中学校に在籍する教職員数×５０％。単位 人 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

―

令和5年度

1,170.00 1,184.00 1,198.00 1,217.00 0.00

予算費目 川口市一般会計

未達成 0.00 ― 0.00

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況 1,005.00

令和4年度 令和5年度

10 款 1 項 4 目 3 細目 1 細々目 学校教育研究支援事業

2,723 4,393

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

4,675 4,675

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 6,120 2,698 3,344

予算額（Ａ） 6,342

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 6,120 2,698 3,344 4,675

概算人件費（Ｅ） 4,740 4,740 6,320 13,090 13,090

1.70 0.00 1.70従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.60 0.00 0.60 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 10,860 7,438 9,664 17,765 17,765

0.00 0.80 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

11
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行わなかった ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

52
確かな学力、健やかな体及び豊かな心を確実に身に付けられるよう児童生徒等を育成するた
め、今後とも、教育ニーズに対応する研究内容を検討して実施し、各教科領域の自主的な研
究活動は助成金の効率的かつ有効な活用により支援するとともに、研究成果について市立学
校全体、各校の教員への一層の浸透を図り、周知及び共有を徹底する。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 学校ＩＣＴ整備事業 担当
学校教育部

川口市立高等学校

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 048-483-5917 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 平成 22 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-①　学校の教育力向上

根拠法令等

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 一部委託

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

川口市立高等学校の生徒・教職員 川口市立高等学校の生徒・教職員

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

川口市立高等学校におけるＩＣＴを活用した教育活動の推進
及び教職員の事務負担の軽減を図る。

教材用ＰＣ、校務用ＰＣ等のＩＣＴ環境整備を行う。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

  ・教材用ＰＣ機器等のリース・校務用ＰＣ機器等のリース・校内
 ネットワーク機器の追加整備・ＧＩＧＡスクール端末の運用

教材用ＰＣ機器等を整備することで、新学習指導要領に即した新たな
 学びに対応した学習環境を提供することができた。校務用ＰＣ機器等

を整備することで、教職員の事務を円滑に行うことができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 4 項 1 目 2 細目 5 細々目 学校ＩＣＴ整備事業

181,780 181,095

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

104,933 98,128

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 92,218 100,173 166,104

予算額（Ａ） 95,114

財
源
※

特定財源（Ｃ） 29,002 26,160 92,181 25,918

一般財源（Ｄ） 63,216 74,013 73,923 79,015

概算人件費（Ｅ） 1,975 1,975 1,975 1,925 1,925

0.25 0.00 0.25従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.25 0.00 0.25 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 94,193 102,148 168,079 106,858 100,053

0.00 0.25 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 どちらともいえない

11
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 検討した 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

52
今後の整備計画と運用管理の検討。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 青少年センター等施設管理費 担当
子ども部

青少年対策室

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 048-258-1115 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 昭和 50 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-②　地域の教育力・健全育成活動の充実

根拠法令等  川口市立青少年センター設置及び管理条例

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 一部委託

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

西川口青少年センター・前川青少年センター・元郷青少年セ
ンター・本町青少年センター・並木青少年センター・芝富士青
少年センター・安行青少年センター・栄町青少年センター・神
根青少年野外活動広場・新郷自然の森

施設利用者

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

青少年の活動に資する施設の維持・管理を行うもの。 青少年センター、神根青少年野外活動広場等の施設の維持・管理を
行う。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

青少年センター８ヶ所、神根青少年野外活動広場等の施設
の維持・管理

年間を通して滞りなく利用者に施設を貸し出すことができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 青少年センター施設年間利用者数 指標・目標値の
説明（算定式）

当該施設の事業は施設利用者に活動の場を提供するものであり、目
標値を設定することは事業の趣旨にそぐわないため。単位 人 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

実績値・達成状況 25,648.00 ― 7,636.00 ― 6,227.00 ―

指
標
②

名称 神根野外活動広場・新郷自然の森利用件数 指標・目標値の
説明（算定式）

当該施設の事業は施設利用者に活動の場を提供するものであり、目
標値を設定することは事業の趣旨にそぐわないため。単位 件 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

―

令和5年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

予算費目 川口市一般会計

― 34.00 ― 48.00

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況 25.00

令和4年度 令和5年度

3 款 3 項 14 目 2 細目 1 細々目 青少年センター等施設管理費

6,906 6,524

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

6,696 6,696

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 5,262 5,886 5,494

予算額（Ａ） 7,478

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 5,262 5,886 5,494 6,696

概算人件費（Ｅ） 1,422 1,422 1,422 5,313 5,313

0.69 0.00 0.69従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.18 0.00 0.18 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 6,684 7,308 6,916 12,009 12,009

0.00 0.54 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ どちらともいえない

7
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込めない ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

11市関与の必要性 どちらともいえない 施策(上位目的)への貢献 どちらともいえない

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 低かった

11
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

42
川口市公共施設等総合管理計画において、建築後４０年を超えた青少年センターは、順次廃
止する方針を決定しているため、これまでの使用形態から、地元町会との綿密な調整をしてい
く。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 親子ふれあい事業 担当
子ども部

青少年対策室

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 048-258-1115 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-②　地域の教育力・健全育成活動の充実

根拠法令等

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 直営

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

 ・七つの祝い　新たに小学校に就学する子ども及びその家族
  ・親と子の音楽会　親と子（家族）

同左

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

・七つの祝いにおいては、来春就学する前の子どもの健やか
 な成長を祝う・親と子の音楽会においては、親子が音楽を通

しふれあうことにより、青少年の健全育成に望ましい家庭環境
の促進を図る

 ・七つの祝い　ななつのやくそく、粗品を配布、青少年団体によるアトラ
  クション・親と子の音楽会　市内音楽団体による演奏等

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

・10月10日（日）、グリーンセンターにおいて、「川口市七つの
祝い」を開催。対象児童1,033人を含む3,494人の来場があっ

 た。・「川口市親と子の音楽会」は新型コロナウイルス感染症
拡大防止対応のため、中止とした。

親子・家族での参加を促すことにより、親子の絆をふかめ、子どもの情
緒を養い、健全な成長に望ましい家庭環境づくりの一助となった。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 七つの祝い対象者参加者数 指標・目標値の
説明（算定式）

過去の実績数値を考慮し設定
単位 人 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

800.00 800.00 800.00 800.00 0.00

実績値・達成状況 316.00 未達成 721.00 未達成 1,033.00 達成

指
標
②

名称 親と子の音楽会参加者数 指標・目標値の
説明（算定式）

会場収容人数の９割と設定
単位 人 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

―

令和5年度

540.00 540.00 540.00 540.00 0.00

予算費目 川口市一般会計

― 0.00 ― 0.00

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況 0.00

令和4年度 令和5年度

3 款 3 項 14 目 3 細目 2 細々目 親子ふれあい事業

1,827 2,713

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

2,613 2,613

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 1,240 1,179 1,646

予算額（Ａ） 1,722

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 1,240 1,179 1,646 2,613

概算人件費（Ｅ） 3,318 3,318 3,577 3,465 3,465

0.45 0.00 0.45従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.42 0.00 0.42 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 4,558 4,497 5,223 6,078 6,078

0.00 0.45 0.07

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

13
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ どちらともいえない ／15 目的に対する事業内容

15

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

十分行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

15
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

56
七つの祝いは、子育て世代のニーズ等を研究し、対象者が参加したくなるような事業内容を検
討する。親と子の音楽会は、現在のところ、感染症対策等、開催を難しい状況もあるため、これ
までの開催形態にとらわれず、状況に合わせた柔軟な開催方法を模索していく必要がある。 

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 明るい街づくり推進事業 担当
子ども部

青少年対策室

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 048-258-1115 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 昭和 33 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-②　地域の教育力・健全育成活動の充実

根拠法令等

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 直営

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

・各地区青少年育成協議会、町会・自治会青少年育成委員
会、青少年団体、青少年健全育成、非行防止関係団体関係

 者・市内の小学４年生～中学生

市内の青少年

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

 ・関係者への青少年健全育成の意識の高揚・青少年が自ら
 の存在や社会との関わりを認識・青少年に対する市民の理解

を深める

 ・青少年健全育成の功労者・団体及び善行少年の表彰・青少年の健
 全育成に関する講演会の実施・小中学生が日常生活で考えていること

 をテーマにした作文の募集、選考・選考した中で最優秀作文を青少年
育成関係者が集まる際に朗読

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

・3月12日（土）リリア音楽ホールにおいて、新型コロナウイルス
感染症拡大防止対応のため、規模を縮小し171名の参加のも

 と「明るい街づくり運動推進大会」を開催。・応募作文1,253編
の中から選考した18編を「明るい街づくり運動推進大会」の式
典で表彰。

青少年健全育成、明るい街づくりに貢献のあった方を表彰することで、
市民の地域活動に対する理解が深まり、意識の向上が図れた。小中
学生には作文コンクールを通して社会の中で自分の存在意義を認識
するきっかけを作ることができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 明るい街づくり運動推進大会参加者数 指標・目標値の
説明（算定式）

会場の収容人数の９割と設定
単位 人 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

540.00 540.00 540.00 540.00 0.00

実績値・達成状況 0.00 未達成 0.00 未達成 171.00 未達成

指
標
②

名称 青少年健全育成作文コンクール応募数 指標・目標値の
説明（算定式）

過去の応募数を基に平均値を算出し設定
単位 点 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

未達成

令和5年度

2,000.00 2,000.00 2,000.00 2,000.00 0.00

予算費目 川口市一般会計

未達成 1,770.00 未達成 1,253.00

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況 1,417.00

令和4年度 令和5年度

3 款 3 項 14 目 3 細目 3 細々目 明るい街づくり推進事業

1,391 1,600

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

1,583 1,583

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 539 333 982

予算額（Ａ） 1,436

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 539 333 982 1,583

概算人件費（Ｅ） 2,760 2,760 4,031 3,632 3,632

0.39 0.17 0.39従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.34 0.02 0.34 0.17

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 3,299 3,093 5,013 5,215 5,215

0.02 0.44 0.15

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

13
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ どちらともいえない ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

15
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

54
コロナ禍での「明るい街づくり運動推進大会」においては、大会内容の見直しが求められる。ま
た、作文コンクールについては、学校ごとの取組に差があるため、多くの学校に実施してもらえ
るよう周知を強化する必要がある。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 青少年団体活動支援事業 担当
子ども部

青少年対策室

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 048-258-1115 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-②　地域の教育力・健全育成活動の充実

根拠法令等

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 補助金・負担金

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

   ・青少年団体・社会教育施設登録団体・スポーツ少年団・団
体に加入していない中学生～30才の市民

・市内の青少年

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

・青少年の健全育成のための事業の実施や、体験活動の機
 会を提供する青少年団体等の活動を支援・青年リーダー（青

少年団体の若手指導者）の養成

 ・青少年団体等の活動を支援するための交付金・助成金の交付・指導
者の養成や知識・技術の向上を図るための指導者養成講習会を実施

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

・交付金、助成金の交付 青少年活動を支援することによって、青少年の健全育成のための事業
や体験活動の一層の促進が図られた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

3 款 3 項 14 目 3 細目 4 細々目 青少年団体活動支援事業

7,735 8,104

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

10,674 10,674

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 9,451 4,293 4,416

予算額（Ａ） 11,440

財
源
※

特定財源（Ｃ） 2,900 2,900 2,900 2,900

一般財源（Ｄ） 6,551 1,393 1,516 7,774

概算人件費（Ｅ） 3,002 3,002 3,397 3,080 3,080

0.40 0.00 0.40従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.38 0.00 0.38 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 12,453 7,295 7,813 13,754 13,754

0.00 0.43 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

15
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 活用の余地なし ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

56
青少年団体への交付金・助成金については、青少年の健全育成に基づく適切な収支となるよ
う働きかける。また、財源である戸田競艇企業団からの助成金が減額された場合は、交付基準
を見直し交付額の調整等を検討する。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 はたちの集い実行委員会交付事業 担当
教育総務部

生涯学習課

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 048-259-7655 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-②　地域の教育力・健全育成活動の充実

根拠法令等 川口市はたちの集い実行委員会会則

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 補助金・負担金

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

会長（川口市長）、副会長（教育長および教育総務部長）、市
内在住の２０歳を迎えた青年や経験者で構成された実行委員
等で組織される実行委員会。

市内在住の２０歳を迎えた青年。

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

　市内在住の２０歳を迎えた青年を対象とした「川口市はたち
の集い」を開催し、２０歳になったことを祝い励ますと共に、大
人としての自覚と自主性を促すことを目的とする実行委員会
に対し、補助金を交付する。

　川口市はたちの集いの計画・実施を行う実行委員会に対し、補助金
を交付する。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

はたちの集い実行委員会に対し補助金を交付した。 　参加者の代表である実行委員が企画・運営をすることにより、参加者
の視点や意見を充分に取り入れることができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 6 項 1 目 3 細目 1 細々目 はたちの集い実行委員会交付事業

11,680 11,680

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

11,680 11,680

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 11,130 9,680 10,942

予算額（Ａ） 11,680

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 11,130 9,680 10,942 11,680

概算人件費（Ｅ） 7,900 7,900 7,900 7,700 7,700

1.00 0.00 1.00従事職員人数（人） 常勤 再任用 1.00 0.00 1.00 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 19,030 17,580 18,842 19,380 19,380

0.00 1.00 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

15

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

十分行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

15
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 受益者なし

民間活用 行った・既に行った ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

58
特になし。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 地域学校協働活動推進事業 担当
教育総務部

生涯学習課

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 048-259-7655 新規・継続 新規

１ 事業期間・根拠等

事業期間 令和 3 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-②　地域の教育力・健全育成活動の充実

根拠法令等

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 一部委託

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

 ・学校応援団・放課後子供教室管理運営業務の委託先（地域
団体、ＮＰＯ等）

 ・学校応援団実施校・放課後子供教室開催校区に在籍する児童

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

幅広い地域住民等の参画を得ながら地域全体で子供たちの
学びや成長を支えるとともに、「学校を核とした地域づくり」を
目指して地域と学校とが連携・協働して行う活動の推進を図
る。

・放課後子供教室や学校応援団等の取り組みをつないでネットワーク
 を構築し、活動の充実・発展や推進体制の整備等を行う。・推進協議

 会や研修会を開催し、推進員の養成や活動の支援を行う。・児童・生
徒の地域への参画を促進し、地域と学校の双方向的な連携・協働体
制を構築する。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

 ・学校応援団に係る消耗品等の購入・放課後子供教室管理
 運営業務委託契約の締結・放課後子供教室管理運営業務の

委託先との連絡・調整

 ・学校応援団の活動を推進することができた。・児童に対して多様な学
習機会を提供することができた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 学校応援団実施校数 指標・目標値の
説明（算定式）

市立小・中学校全校で実施することを目標とする
単位 校 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

－ － 78.00 78.00 78.00

実績値・達成状況 － － － － 78.00 達成

指
標
②

名称 放課後子供教室開催校数 指標・目標値の
説明（算定式）

市立小学校全校で開催することを目標とする。
単位 校 指標の種別 結果

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

未達成

令和5年度

－ － 43.00 48.00 52.00

予算費目 川口市一般会計

－ － － 28.00

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況 －

令和4年度 令和5年度

10 款 6 項 1 目 4 細目 3 細々目 地域学校協働活動推進事業

0 29,030

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

32,587 36,797

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 0 0 23,645

予算額（Ａ） 0

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 7,795 9,868

一般財源（Ｄ） 0 0 15,850 22,719

概算人件費（Ｅ） 0 0 9,480 9,240 9,240

1.20 0.00 1.20従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.00 0.00 0.00 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 0 0 33,125 41,827 46,037

0.00 1.20 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

15
公
平
性

受益者の資格条件 適正

拡充して実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行った・既に行った ／15 対象者への周知

翌々年度 拡充して実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

56
学校応援団については、市立小・中学校全校で実施することができた。放課後子供教室につ
いては、令和5年度までに全校区で開催することが求められている（文部科学省）が、まだ達成
できていないので、今後も開催校を増やせるように努めていく。

翌年度



実施計画事業評価調書 評価対象年度 令和3年度

事業名称 未来を拓くふれあいトーク事業 担当
学校教育部

指導課

事業区分 通常事業 - 問い合わせ先 258-1110  18812 新規・継続 継続

１ 事業期間・根拠等

事業期間 平成 28 年度 ～ 年度

第5次川口市総合計画 Ⅱ　子どもから大人まで“個々が輝くまち”-２　子どもの成長をサポートする基盤づくり-②　地域の教育力・健全育成活動の充実

根拠法令等

２ 事業概要

事務分類 自治事務のうち任意のもの 実施形態 直営

事業対象

事業の対象（市民等、団体、もの） 受益者（最終的に受益を受ける人）

市立中学校及び高等学校に在籍する生徒 市立中学校及び高等学校に在籍する生徒

事業の概要

事業の目的（何のために） 事業の内容（事業期間を通して何をするのか）

選挙権年齢が１８歳に引き下げられたことにより、将来の有権
者であり次代を担う中学生と高校生の政治意識の醸成と向上
を図ることが重要であることから、政治や選挙に関する基本的
な知識を修得し、興味や関心を喚起するとともに、有権者とし
て求められる政治的教養を育む。

市立中学校及び高等学校に在籍する生徒が、市長や教育局職員と市
政や選挙の仕組みなどについての懇談を行う。

当該年度の実
施内容及び成

果

具体的な実施内容（当該年度に何をしたのか） 事業の成果【定性的評価】

７月に川口市役所第一本庁舎６０１大会議室において、市立
中学校２７校より代表１名、市立高等学校より代表１名、計２８
名が、第１部で議場見学と教育局職員による選挙制度につい
ての学習会を、第２部で市長と川口の市政や市長の仕事など
について、懇談を行った。

議場を目の当たりにすることや、市長と双方向で意見交換を行うことに
より、市政への理解、市民としての自覚の醸成や将来の有権者として
の政治意識の向上が図られた。

３ 事業活動・成果の状況

指
標
①

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績値・達成状況

指
標
②

名称 指標・目標値の
説明（算定式）単位 指標の種別

目標値
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

予算費目 川口市一般会計

４ 年度別事業費 （単位：千円）

実績値・達成状況

令和4年度 令和5年度

10 款 1 項 3 目 3 細目 5 細々目 未来を拓くふれあいトーク事業

55 53

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

50 50

決算額（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 51 29 50

予算額（Ａ） 55

財
源
※

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0

一般財源（Ｄ） 51 29 50 50

概算人件費（Ｅ） 790 790 790 1,540 1,540

0.20 0.00 0.20従事職員人数（人） 常勤 再任用 0.10 0.00 0.10 0.00

総事業費｛（Ａ）又は（Ｂ）｝＋（Ｅ） 841 819 840 1,590 1,590

0.00 0.10 0.00

※評価年度以前は決算額（B)の財源を、評価年度の翌年以降は予算額（A)の財源を表示しています。

５ 視点評価

視点 評価項目 判定 視点評価 視点 評価項目 判定 視点評価

必
要
性

現在の市民のニーズ 高かった

15
効
率
性

期待どおりの成果

将来的な市民のニーズ 見込める ／15 目的に対する事業内容

13

期待どおり

13市関与の必要性 高かった 施策(上位目的)への貢献 高かった

行った

適正 ／15

有
効
性

コストに対する成果 高かった

11
公
平
性

受益者の資格条件 適正

現状維持で実施

／60

業務プロセス改善 行った・既に行った 受益者負担の水準 適正

民間活用 行わなかった ／15 対象者への周知

翌々年度 現状維持で実施

／15

６ 総評価【定量的評価】・今後の事業展開

総評価 事業を実施する上での課題及び改善方策
今後の実施方向性

52
各校の代表者が修得した政治や選挙に関する基本的な知識を各校の生徒全体で共有すると
ともに、生徒同士がより深く話し合い議論を重ねることにより、有権者として求められる政治的教
養を一層深めていく必要があることから、今後も、本事業実施後に、各学校において担当教員
による系統的な指導を実施していく。

翌年度


